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 本報告書は、外務省より平成 23 年度国際問題調査研究・提言事業費補助金を受けて、「国

際社会における日本の競争力確保のために必要な政策」というテーマのもとで、1 年間当研

究所が行ってきた研究活動の成果を取りまとめたものです。 

 1990 年代はじめに起きたバブル崩壊以降、日本経済は長引く不況を経験し、かつ、台頭す

る新興国の著しい追い上げもあって、日本の世界の中での相対的な競争力は低下傾向にあり

ます。 

 昨年は大地震と津波が東日本を襲い、また、それに伴う原子力発電所の事故によって、日

本企業はサプライチェーンの寸断と電力不足という大きな試練に直面することとなりました。

さらに追い討ちをかけるように、タイでは多くの現地日系企業が洪水の被害に遭い、また、

欧州の不景気と歴史的な円高が重なり、昨年の日本企業の業績は決して好ましいものではあ

りませんでした。 

 しかしながら、こうした外部的な要因だけが日本企業を脅かしているのではありません。

韓国や中国を中心とするアジアの新興国は、凄まじい勢いで力をつけてきており、まさに国

際競争力という点において、日本や欧米と肩を並べるところまできているのが現実でありま

す。 

 最近になって、TPP への参加や大学の秋入学等が検討されておりますが、日本も積極的に

グローバルスタンダードを取り入れて、世界に開かれた市場の中で切磋琢磨しながら、国際

競争力を高めていくべき時代になったといえます。 

 本プロジェクトでは、今後いかにして日本の国際競争力を高めていくべきなのかという疑

問に答えるべく、人口動態、雇用、貿易、投資、規制改革、研究開発、人材育成という観点

から、それぞれの分野で日本を代表する研究者の参加を得て、議論を行いました。 

 その成果は、2月 18 日に本研究プロジェクトの最終報告会として開催した公開シンポジウ

ムにおいても公表され、多くのシンポジウム参加者の皆様とも活発な議論を行うことができ

ました。本シンポジウムは、みずほ総合研究所株式会社からも協賛を得て、大盛況に終える

ことができました。この場を借りまして関係者の皆様に深く感謝申し上げある次第です。 

 なお、ここに表明されている見解は全て各執筆者のものであり、当研究所の意見を代表す

るものではありません。しかし、本研究成果が日本の外交政策の将来を考える上での意義あ

る一助になることを心より期待します。 

 最後に、本研究に真摯に取り組まれ、報告書の作成にご尽力いただいた執筆者各位、なら

びにその過程でご協力いただいた関係各位に対し、改めて深甚なる謝意を表します。 
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